
電話 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ＠

日 日

受電地点特定番号 －

　　　　　年　　　　月　　　　日

←該当する番号を□の中にご記入ください。
3 ．逆潮流を防止する装置を設置しない。

接続の同意に係る主要な事項の変更による単価変更

◯裏面および「再生可能エネルギー発電設備からの電力受給に関する契約要綱」をご確認ください。
◯要綱はお客さまにて保管願います。

より必要とされている業務その他これらに付随する業務を行なうために必要な範囲内で利用させていただきます。個人情報の利用目的につきましては、
インターネットのホームページ（http://www.tepco.co.jp/ep/privacypolicy/）でもご確認いただくことができますので、そちらもあわせてご覧ください。

－

東京電力エナジーパートナー株式会社

ご記入いただきましたお客さまの個人情報につきましては、電気事業をはじめとする当社定款記載の事業において、契約の締結・履行、アフターサー
ビス、設備等の保守・保全、アンケートの実施、商品・サービスの改善・開発、商品・サービスに関する広告・宣伝物の送付・勧誘・販売、関係法令に

－

申込（設計）番号

1と2の小さい
方 （Ｗ）

0 0 1

自 家 発 電 設 備 等

か ら の 逆 潮 流 を

防止する装置の設置

1 ．逆潮流を防止する装置の設置により、自家発電設備等からの逆潮流は発生しないものの、当該発電設備等の併設により再生

　可能エネルギー電気の逆潮流電力量が増加しうる設備形態である。（押し上げ効果あり）

2 ．逆潮流を防止する装置の設置により、自家発電設備等からの逆潮流は発生せず、再生可能エネルギー電気の逆潮時は、自家発

　電設備等を停止・解列する。（押し上げ効果なし）

－

※受給電力量料金の振込先口座を変更される場合は、別途「口座振込依頼書」をご提出ください。

0 3

　当社と当該一般送配電事業者による発電量調整供給契約の変更を

　　　　　　年　　月　　日に締結いたしましたので、同日付で
　上記電力受給の申込みのうち、接続に係る規定に関する申込みについて
　承諾いたします。

申込受付日

……………………………………………………………………（以下、東電ＥＰ記入欄）…………………………………………………………………

事業計画認定変更通知書受領日

（Ｗ）

９

（Ｗ）

発電出力（＊の種類毎の合計とし、
0.1ｋＷ単位で端数を切り捨て） （ｋＷ） ． （ｋＷ）

その他自家発電設備等を設置する場合 種 類 燃料電池・ガスエンジン・蓄電池・その他（ ） 出力 ３，０００

（　太陽電池の出力　・　発電出力　）の変更による単価変更

工事費負担金等相当額 無償 有償
※接続に係る規定以外の申込みについては事業計画認定変更通知書の受領時に承諾いたします。
※受給開始日については受給契約承諾後にお客さまのご要望を踏まえ別途協議させていただきます。

５

供給電圧が低圧のお客さま用

認 定 日 年 月 受給開始希望日 年 月

　※お申込みの際には変更後の認定内容と同一になるようご記入ください。
　　なお、事業計画ＩＤを確認出来ない場合は、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」における調達価格は適用されません。
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種　類　  太　陽　光 風力・水力・地熱・バイオマス
複数種の再エネ発電設備
を設置する場合のみご記
入ください。

インバータ台数 1 台目 2 台目 3 台目 1 台目 2 台目  逆潮流を防止する装置
 の設置
 1．設置する
 2．設置しない（Ｗ）

1．発電設備

（　　記　　入　　例　　）

４，０００

３，９５０

３，５００

２，８００

２，８００

３，５００

2 3

 ※原則として設置場所における電気需給契約のご契約名義と同一のご名義（法人名義でご契約されている場合は、法人名称・役職名・代表者名）をご記入ください。

市・区・郡

事業計画ＩＤ □□0S

委　 任　 先

連　 絡　 先

【発電設備等】　　　　　　お客さまの住所と設置場所が同一の場合は□にレをご記入ください。

　 設置場所 レ 都・道・府・県

△△

東京電力エナジーパートナー株式会社　宛

電力受給契約変更申込書（再生可能エネルギー発電設備用）

　「再生可能エネルギー発電設備からの電力受給に関する契約要綱」を承認のうえ、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に
関
する特別措置法（以下「再生可能エネルギー特別措置法」という。）附則（平成28年６月３日法律第59号）第３条における特定契約に関
す
る経過措置の適用を受ける、次の再生可能エネルギー発電設備等を一般送配電事業者（以下「当該一般送配電事業者」という。）の電力
供
給設備に連系し、東京電力エナジーパートナー株式会社（以下「東電ＥＰ」という。）に再生可能エネルギー発電設備等から発生する電
気
を供給することを申込みます。
　以下のいずれかに該当する場合には、東電ＥＰによって本申込みが承諾されないこと、および本申込みにもとづく東電ＥＰとの受給契
約
が既に成立している場合には、当該受給契約が東電ＥＰによって解除されることに同意します。
　・再生可能エネルギー特別措置法第９条にもとづき、経済産業大臣から受けた再生可能エネルギー発電事業計画の認定の効力が失われ
た
　　場合
　・当該一般送配電事業者から発電量調整供給契約の変更申込みの承諾が得られない場合
　・東電ＥＰが再生可能エネルギー特別措置法施行規則第14条に定める「正当な理由」のいずれかに該当すると判断した場合
　・東電ＥＰが本申込みを承諾するにあたって、必要な協力に応じない場合
　・当該一般送配電事業者が算定し、東電ＥＰを通じて請求される再生可能エネルギー発電設備等の系統連系に必要な費用を東電ＥＰの
定【申込者】（赤枠内はご本人さまがご記入ください。なお、お申込みにあたり工事店・メーカー等に委任する場合は委任先をご記入ください。）

住　　　　所

◯◯◯．□□．jp

　下記の者に委任いたします。

住　　　　所 中区△－□

　〇〇工事店　太陽　次郎

ふ り が な
印

（連絡先）お客さま名

 「再生可能エネルギー発電設備からの電力受給に関する契約要綱」にもとづく電力受給の申込みから開始に必要な手続き（振込先口座の指定を除く）を行なうことを

とうでん　　　 　たろう

市・区・郡

△△0 0 1 20〇〇3

（Ｗ） （Ｗ） （Ｗ） （Ｗ）３，９５０

2．インバータ
（Ｗ） （Ｗ）

1

０４５-△△△-×××× △△△＿××××

20〇〇

東電　　 太郎

2 －

【申込者】欄

　 ※ご本人さまがご記入ください。

　 ①住所　市区郡以下も詳しくご記入

　　　ください。

　 ②印

　 ③委任欄　お申込みを工事店・メー

　　　カー等に委任される場合は委任

　　　先の住所、会社名、氏名をご記

　　　入ください。

【発電設備等】欄

　 ④設置場所　①の住所と同一の場

　　　合は□にレをご記入いただくのみ

　　　で、設置場所住所の記載は不要

　　　です。

　 ⑤事業計画ＩＤ　認定通知書に記載

　　　されている事業計画ＩＤ（10桁）を

　　　ご記入ください。

　 ⑥認定日　認定通知書に記載され

　　　ている認定日をご記入ください。

　 ⑦１．発電設備、２．インバータ、１

　　　と２の小さい方　種類・インバー

　　　タ毎に出力をご記入ください。

　　　複数台ある場合は下記の図を

　　　ご参照ください。

　 ⑧発電出力　種類毎に「１と２の小

　　　さい方」の出力の合計値をご記

　　　入ください。（単位は0.1kＷとし、

　　　小数点以下第二位を切り捨て）

　　　［記入例の場合］

　　3,950Ｗ＋2,800Ｗ＋2,800Ｗ＝9,550Ｗ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝9.55kＷ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→9.5kW

　 ⑨複数種の再エネ発電設備を設置

　　　される場合　逆潮流を防止するリ

　　　レーの設置有無について、ご記

　　　入いただき、設置される場合は、

　　　逆潮を防止する対象設備を選択

　　　してください。

　 ⑩裏面をご参照ください。

（Ｗ） （Ｗ）２，８００

（Ｗ） （Ｗ） （Ｗ） （Ｗ）２，８００

 設置する場合は逆潮流
 を防止する設備を選択
 してください。
 　太陽光・風力・水力
 　 地熱・バイオマス

□□C

有 無

（うち消費税相当額　　　　　　　　　　円）

（備考）

有 無

【低圧用】

※メールアドレスをご記入いただいた場合は，申込受付結果のご連絡をメールにてお知らせいたします。
※ドメイン指定されている方は「@tepco.co.jp」を受信できるよう設定をお願いします。

（会社名・氏名）

横浜都・道・府・県神奈川

内幸町△－□東京 都・道・府・県 千代田 市・区・郡

０３-△△△△-××××

円

扱者

．

1

東
電



◯事業計画認定にかかる手続き・お問い合わせ窓口はこちら

◆５０ｋW未満の太陽光発電設備の場合
インターネットにより、設備認定サポートシステム(http://www.fit.go.jp/)を通じて手続きいただけます。

※インターネット環境をお持ちでない場合は以下の窓口へお問い合わせください。

一般社団法人太陽光発電協会 ＪＰＥＡ 代行申請センター(JP-AC)

〔電話〕 ０５７０－０３－８２１０ 〔受付時間〕平日９：２０～１７：２０(土日祝日及び協会所定休日を除く)

◆その他の再生可能エネルギー発電設備の場合
申請書類は以下までご郵送ください。なお、申請書類は関東経済産業局ホームページより入手いただけます。

関東経済産業局 資源エネルギー環境部 エネルギー対策課

〔住所〕〒３３０－９７１５ 埼玉県さいたま市中央区新都心１－１ さいたま新都心合同庁舎１号館

〔ＵＲＬ〕http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/enetai/energykaitori/kaitori_setsubinintei.html

※ご不明点等ございましたら、以下へお問い合わせください。

【資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 再生可能エネルギー推進室】



電話 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ＠

日 日

電力受給契約変更申込書（再生可能エネルギー発電設備用）
【低圧用】

東京電力エナジーパートナー株式会社　宛

住　　　　所

　「再生可能エネルギー発電設備からの電力受給に関する契約要綱」を承認のうえ、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関
する特別措置法（以下「再生可能エネルギー特別措置法」という。）附則（平成28年６月３日法律第59号）第３条における特定契約に関す
る経過措置の適用を受ける、次の再生可能エネルギー発電設備等を一般送配電事業者（以下「当該一般送配電事業者」という。）の電力供
給設備に連系し、東京電力エナジーパートナー株式会社（以下「東電ＥＰ」という。）に再生可能エネルギー発電設備等から発生する電気
を供給することを申込みます。
　以下のいずれかに該当する場合には、東電ＥＰによって本申込みが承諾されないこと、および本申込みにもとづく東電ＥＰとの受給契約
が既に成立している場合には、当該受給契約が東電ＥＰによって解除されることに同意します。
　・再生可能エネルギー特別措置法第９条にもとづき、経済産業大臣から受けた再生可能エネルギー発電事業計画の認定の効力が失われた
　　場合
　・当該一般送配電事業者から発電量調整供給契約の変更申込みの承諾が得られない場合
　・東電ＥＰが再生可能エネルギー特別措置法施行規則第14条に定める「正当な理由」のいずれかに該当すると判断した場合
　・東電ＥＰが本申込みを承諾するにあたって、必要な協力に応じない場合
　・当該一般送配電事業者が算定し、東電ＥＰを通じて請求される再生可能エネルギー発電設備等の系統連系に必要な費用を東電ＥＰの定
　　める支払期日までに支払わない場合
　また、本申込みに関して、以下の点についても、あわせて同意します。
　・本申込みを撤回した場合、本申込みが東電ＥＰより承諾されなかった場合、または当該受給契約が解除された場合、本申込みの内容の
　　検討に要した費用等を東電ＥＰを通じて当該一般送配電事業者へ支払うこと
　・当該一般送配電事業者が別に定める託送供給等約款等における発電者に関する事項を遵守すること

【申込者】（赤枠内はご本人さまがご記入ください。なお、お申込みにあたり工事店・メーカー等に委任する場合は委任先をご記入ください。）

委　 任　 先

T

←　該当する番号を□の中に
　　ご記入ください。

１．適格請求書（インボイス）発行事業者
２．免税事業者

　　　 登録番号
※事業者区分「１」を選択の場合のみ
　ご記入ください。

事業者区分

（会社名・氏名）

連　 絡　 先

 ※原則として設置場所における電気需給契約のご契約名義と同一のご名義（法人名義でご契約されている場合は、法人名称・役職名・代表者名）をご記入ください。

 「再生可能エネルギー発電設備からの電力受給に関する契約要綱」にもとづく電力受給の申込みから開始に必要な手続き（振込先口座の指定を除く）を行なうことを

　下記の者に委任いたします。

住　　　　所 都・道・府・県 市・区・郡

ふ り が な
印

（連絡先）お客さま名

都・道・府・県 市・区・郡

認 定 日事業計画ＩＤ

※メールアドレスをご記入いただいた場合は，申込受付結果のご連絡をメールにてお知らせいたします。
※ドメイン指定されている方は「@tepco.co.jp」を受信できるよう設定をお願いします。

【発電設備等】　　　　　　お客さまの住所と設置場所が同一の場合は□にレをご記入ください。

　 設置場所 都・道・府・県 市・区・郡

受給開始希望日 年 月年

　※お申込みの際には変更後の認定内容と同一になるようご記入ください。
　　なお、事業計画ＩＤを確認出来ない場合は、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」における調達価格は適用されません。
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種　類　  太　陽　光 風力・水力・地熱・バイオマス
複数種の再エネ発電設備
を設置する場合のみご記
入ください。

インバータ台数 1 台目 2 台目 2 台目  逆潮流を防止する装置
 の設置
 1．設置する
 2．設置しない

（Ｗ）

（Ｗ） （Ｗ）

（Ｗ） （Ｗ） （Ｗ）

（ｋＷ）

月

2．インバータ
（Ｗ） （Ｗ）

3 台目 1 台目

1．発電設備
（Ｗ） （Ｗ）

（Ｗ）

その他自家発電設備等を設置する場合 種 類 燃料電池・ガスエンジン・蓄電池・その他（ ） 出力

 設置する場合は逆潮流
 を防止する設備を選択
 してください。
 　太陽光・風力・水力
 　 地熱・バイオマス

1と2の小さい方
（*） （Ｗ） （Ｗ）

発電出力（＊の種類毎の合計とし、
0.1ｋＷ単位で端数を切り捨て） ． （ｋＷ） ．

（Ｗ） （Ｗ）

（Ｗ）

自 家 発 電 設 備 等

か ら の 逆 潮 流 を

防止する装置の設置

1 ．逆潮流を防止する装置の設置により、自家発電設備等からの逆潮流は発生しないものの、当該発電設備等の併設により再生

　可能エネルギー電気の逆潮流電力量が増加しうる設備形態である。（押し上げ効果あり）

2 ．逆潮流を防止する装置の設置により、自家発電設備等からの逆潮流は発生せず、再生可能エネルギー電気の逆潮時は、自家発

　電設備等を停止・解列する。（押し上げ効果なし）
←該当する番号を□の中にご記入ください。

3 ．逆潮流を防止する装置を設置しない。

※受給電力量料金の振込先口座を変更される場合は、別途「口座振込依頼書」をご提出ください。

……………………………………………………………………（以下、東電ＥＰ記入欄）…………………………………………………………………

　当社と当該一般送配電事業者による発電量調整供給契約の変更を

　　　　　　年　　月　　日に締結いたしましたので、同日付で
　上記電力受給の申込みのうち、接続に係る規定に関する申込みについて
　承諾いたします。

申込受付日 扱者

申込（設計）番号

※接続に係る規定以外の申込みについては事業計画認定変更通知書の受領時に承諾いたします。
※受給開始日については受給契約承諾後にお客さまのご要望を踏まえ別途協議させていただきます。 工事費負担金等相当額

(2023/04)

東京電力エナジーパートナー株式会社

－0 1 2 －

無償 有償

（備考）
事業計画認定変更通知書受領日 　　　　　　年　　　　月　　　　日

受電地点特定番号 0 3 － 0

円
（うち消費税等相当額　　　　　　　　　　円）

インターネットのホームページ（http://www.tepco.co.jp/ep/privacypolicy/）でもご確認いただくことができますので、そちらもあわせてご覧ください。

－

接続の同意に係る主要な事項の変更による単価変更 有 無

ご記入いただきましたお客さまの個人情報につきましては、電気事業をはじめとする当社定款記載の事業において、契約の締結・履行、アフターサー
ビス、設備等の保守・保全、アンケートの実施、商品・サービスの改善・開発、商品・サービスに関する広告・宣伝物の送付・勧誘・販売、関係法令に
より必要とされている業務その他これらに付随する業務を行なうために必要な範囲内で利用させていただきます。個人情報の利用目的につきましては、

（　太陽電池の出力　・　発電出力　）の変更による単価変更 有 無

－


